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はじめに
本稿の目的は､ 近年話題になっている ｢ワー
ク・ライフ・バランス｣1 といわれる施策に
ついて､ その成り立ちと性格､ 企業での施策
の特徴､ あわせて労働問題として ｢政労使｣
の役割についても整理し考察することである｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) は近
年話題となった ｢用語｣ であり､ そう古くか
らのものではない｡ そもそもワーク・ライフ・
バランス (WLB) についての定義は､ 行政・
経営・労働の立脚点の違いがあるから､ 必ず
しも厳密な定義がなされているわけではない｡
行政サイド､ 経営サイド､ 労働サイドからそ
れぞれの思惑があるからであろう｡ だがミニ
マムな共通認識として ｢仕事と生活の調和｣
という意味としてとらえることだけは出来る｡
労働について､ 本稿では乱暴にも仕事と同
義語としてとらえるが､ 労働は本来､ 社会的
な意義・役割があり､ その遂行において､ や
りがいや喜びがなければならない｡ にもかか
わらず現代社会では､ 多く人にとって労働の
意義は二の次であり､ 報酬を得るためのやむ
を得ない行為という歪んだ捉え方がされてき
た｡ それは人間が働くことと私生活の充実と
の関係についての認識が十分にはなされてこ
なかったからであろう｡
しかし現在では少なくとも公式的な立場か
らは､ ｢労働と私生活の調和｣ を主張するこ
とは､ ある意味当然である｡ 当初は長時間労
働の是正によって ｢仕事と生活の調和｣ を目
指したのが､ 女性の労働現場進出に伴い､ 女
性が働きやすい職場の確立とあわせて家族生
活における両性に共同という視点からの男女
共同参画の実現へと変化してきた｡ ワーク・
ライフ・バランス (WLB) の実現のために
職場や社会環境を整えるとともに社会の構成
員の意識の変革も必要となってきた｡ 現代日
本では､ 少子高齢化と人口減少の社会が到来
することも予想されるため､ 次世代の人材と
労働力確保のために､ 仕事と育児の両立が不
可避である多様な働き方の提供といった意味
で使われることもある｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) はす
でに見てきたように､ ｢仕事と生活の調和｣
のことである｡ この言葉が話題になるのは､
日本の場合､ これまでの人々の生活があまり
にも仕事と企業に重きをなしてきたからであ
る｡ さらにその前提として男性本位の企業社
会が含意としてあった｡ バブル期､ 異常な長
時間労働が話題になったが､ メーデーの初期
のスローガンが ｢8 時間労働｣ で示されたよ
うに､ 労働時間の短縮は大きな課題であった｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) の出発
点は､ 長時間労働の是正を中心に ｢男性本位
の企業社会｣ からの解放という意味と､ 女性
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の社会進出・職場進出と両立支援・共同参画
が含まれていた｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) が､
机上の空論やきれい事や建前だけに終わって
はいけない｡ 日本のワーク・ライフ・バラン
ス (WLB) の実態を見ることは重要である
し､ そのことが次の目標につながっていく意
味がある｡ その点では､ 筆者はワーク・ライ
フ・バランス (WLB) の意義についてはま
だ懐疑的である｡ 本稿で課題とするのはワー
ク・ライフ・バランス (WLB) の ｢実態｣
を従来の解釈よりも踏み込んで､ 明らかにし
ようとするものである｡
1 ワーク・ライフ・バランス (WLB) の
歴史
ワーク・ライフ・バランス (WLB) は､
そもそも 1990 年代以降に欧米諸国で使用さ
れるようになった概念であり､ ｢仕事と生活
が調和・両立｣ ができれば､ 労働者の労働能
力や労働意欲を引き出させ､ それが労働者と
労働者を雇用する企業にとっても利益をもた
らすことで､ 政府だけでなく企業サイドもそ
の意義を認めるようになった｡
日本でワーク・ライフ・バランス (WLB)
の動きが具体的・積極的になるのは､ 欧米の
モデルの紹介を経て､ 21 世紀になってから
である｡ 1990 年代の半ば以降の日本は2､ 少
子高齢化とともに､ 日本的労使関係の動揺､
就職氷河期を経て､ 若者の中にフリーターを
はじめ不安定雇用労働者の出現が顕著になっ
た時期でもある｡
だが用語としてワーク・ライフ・バランス
(WLB) が登場して認知されるようになるの
は 2000 年代になってからであるが､ その出
発点は一方ではバブル期の男女雇用機会均等
法でとみなせる｡ 行政サイドからこれに関る
施策を推進するようになった背景には､ 国際
社会からみてあまりにも日本の労働者の ｢働
き過ぎ｣ といわれる状態があったからであ
る3｡ 当時日本は国際公約としての労働時間
短縮という課題があった4｡ これは労働者 1
人あたりの年間総労働時間を 1800 時間とす
るものであった｡ 高度経済成長期ならいざ知
らず､ 人々が ｢バブルの宴｣ に人々が酔いし
れていた時代においても､ 日本は異常な長時
間労働の国として知られていた｡ 1987 年の
新前川レポート (経済審議会 ｢構造調整の指
針｣)5 では ｢2000 (平成 12) 年に向けてでき
るだけ早期に､ 現在のアメリカ､ イギリスの
水準を下回る 1800 時間程度を目指す｣ と述
べており､ 日本の労働時間を 1800 時間とす
ることを ｢国際公約｣ としたのもそうした事
情があった｡
こうした状況を憂慮した関係省庁機関が中
心となって､ ｢次世代育成支援対策推進法｣
(2003)6 を制定した経緯がある｡ この法律は､
次世代育成対策と両立支援を可能とするため
に､ とりわけ大企業に対しては､ ｢育児・介
護休業法｣ の規定を上回るように､ 短時間勤
務・フレックス勤務・育児休業制度などを拡
充するよう促している｡ とくに企業の従業員
の仕事と家庭の両立等に関しては､ 事業主に
よる取組みが必要となってくるため､ 従業員
数が 301 人以上の企業の事業主には ｢一般事
業主行動計画｣ の策定が義務づけられている
のが特徴である｡ (300 人以下の企業は努力
義務)
さらに 2007 年には内閣府が ｢仕事と生活
の調和 (ワーク・ライフ・バランス) 憲章｣
と ｢行動指針｣ を定めている｡ そこでは 2017
年までに有給休暇消化率を 100％に､ 男性の
育児休業取得率を 10％まで引き上げるなど
の目標を掲げている7｡
こうしてワーク・ライフ・バランス
(WLB) は日本社会に言葉の上では定着した｡
だがこうした理念にもかかわらず､ 日本では
いまだに多くの女性が出産後に離職し (7 割
が第 1 子出産後の半年間で離職)､ ワーク・
ライフ・バランス (WLB) はかけ声だけと
いう指摘がある｡ 多くのヨーロッパ諸国では
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すでに導入されている ｢育児休業明けに職場
復帰してもキャリア・ダウンをさせない制度｣
｢離職後にもう一度もとの職場に復職が可能
な制度｣ ｢配偶者の広域転勤や子育てへの配
慮を前提とした柔軟な人事制度｣8 など企業
が積極的に出産・育児を支援する施設の整備
などの課題が各方面から指摘されている｡ こ
れらが話題になるのは､ まだ日本の企業文化
が､ ｢両立支援｣ のための ｢社会的責務｣ を
果たしていないどころか､ 当事者自身が自覚
していないことの表れである｡
2 ワーク・ライフ・バランス (WLB) の
含意
バブル華やかな頃､ 金融機関・出版関係で
は年間 3500 時間を超える労働時間の職場も
少なくなかった｡ 実際に家庭に帰ることもま
まならず､ 会社やカプセルホテルで仮眠をし
て､ 翌日仕事に就くという事例もよく耳にし
た｡ そのような労働者は､ 過労死の危険と隣
あわせで､ 相対的に高い報酬を得ていたとい
う｡ こうした状態だから､ 家族団らんの家庭
生活など顧みる余裕すらなかったのが､ わが
国の ｢企業戦士｣ の実態であった｡ 今でこそ､
表向きには､ がむしゃらなはたかせ方を賞賛
する声は聞かれないようになったが､ 実際に
は ｢ブラック企業｣ のように､ 労働者を非人
間的に扱う企業の存在があることも忘れては
ならない9｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) は､
少なくとも表向きは､ そうした非人間的な労
働と生活への反省と見直しが出発点である｡
そうしたことから､ 多面的な角度からこのワー
ク・ライフ・バランス (WLB) を検討して
みたい｡
 男女共同参画と両立支援10という含意
ワーク・ライフ・バランス (WLB) には
長時間労働を是正する意味もあるが､ 男女共
同参画という意味も含まれる｡ 1980 年代以
降になると､ 女性の社会進出がめざましくな
り､ 現在では女性が働くことはごく普通のこ
ととなった｡ だがこれまで日本の民間企業の
女性の働かせ方には､ 職場内での働かせ方で
も､ 女性が雇用契約を継続していく上でも大
きな障壁があった｡ 職場の同僚の理解､ 法的
な制度､ 企業内の施設や制度などは必ずしも
十分ではなかった｡ 多くの企業では､ 理念と
現実の間に大きな乖離があったのは事実であっ
た｡
1986 年は､ 男女雇用機会均等法が発足し
た画期の年であった｡ 日本経済がバブルのた
だ中に突入していく時期と軌を一にしている
のはけっして偶然ではない｡ この均等法は努
力義務のみで罰則規定がないとか､ 女子保護
規定を撤廃していく悪法だというような批判
もなされたが､ それまで女子労働の多くが
｢一般職｣ にとどまり､ 多くは結婚・出産・
育児という人生の節目で退職したのが､ この
法律によって ｢総合職｣ への道を切り開いた
ところに大きな意義がある｡ もちろん､ 条件
整備もないまま女性労働の規制緩和が行われ
ていけば､ 特定のハイタレントだけが優遇さ
れたり､ 女性としての ｢しあわせ｣ を否定し
た人生によって就業継続が可能となるという
きわめていびつな性格を持つようになるのは
いうまでもない｡
しかしこの時期から確実に､ 腰掛けではな
い､ 女性労働のあり方についても､ 社会一般
の中で考える風潮がでてきた｡ もちろん現代
社会では多様な考えが存在し､ 現在でも未だ
に ｢専業主婦｣ ｢玉の輿｣ を理想とする女性
も少なからず存在する｡ しかしこれは願望で
あって､ 現実には好むと好まざるに関わらず
就学を終えたあとは､ ｢企業社会｣ に入らざ
るをえない｡ そこではじめて女性の置かれて
いる厳しい環境を実感し､ 不合理な仕組みに
ついて認識する｡ 高尚な理論ではなく､ この
世の中で家族が人間として生存していくため
には､ 男女が協力して生活を担わなければな
らないことを自覚する｡ 劣悪な労働条件・労
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働環境であっても､ 女性が ｢企業社会｣ に進
出することは､ 本当の意味での女性の社会的
地位の向上にとって積極的な意義がある｡ こ
こに男女共同参画という概念が行政の側から
出てきた理由があろう｡
現在では国の機関に限らず､ 全国の都道府
県市町村にも､ 男女共同参画のための担当部
署と担当者が存在し､ 自治体レベルでの ｢市
民の意識改革｣ と ｢女性の経済的自立｣ のた
めの ｢男女共同参画｣ を奨励しているし､ 男
女共同参画社会の形成の促進のために､ 女性
が活躍出来る場の確保や格差解消を推進する
ためのイベントも実施されている｡ これ自身
は大きな前進である｡
 ファミリーフレンドリー企業との関係
ワーク・ライフ・バランス (WLB) はま
た ｢ファミリーフレンドリー企業｣11 とも深
い関わりがある｡ ファミリーフレンドリー企
業とは､ 従業員の仕事と家庭生活の両立を支
援するため､ 様々な施策を行っている企業の
ことをいう｡ とりわけ女性に優しいという点
が重要なキーワードになる｡ 施策の中心は､
子育て・育児と仕事の両立のための障壁への
対策である企業内保育所の設置などの直接的
な両立支援策と､ 育児・介護休業や､ 出産退
職後の再雇用､ 短時間勤務など家族生活に応
じた柔軟かつ弾力的な勤務形態を導入する施
策等がある｡
企業からすれば､ コスト面では負担が増え､
代替要員の確保などの諸問題もある｡ だが､
こうした制度の導入によって､ これまで ｢育
児｣ という障壁によって､ 企業社会を離脱し
ていった優秀な人材を､ 企業内に繋ぎ止め､
企業の発展に貢献する役割を果たしている｡
アメリカでは早い時期に､ ファミリー・フレ
ンドリー企業ランキングが発表され､ 企業も
有能な人材を確保するための一手段としてこ
の施策を追求している｡ 日本でも､ 政府が推
進し､ 厚生労働省は 10 月を ｢仕事と家庭を
考える月間｣ として､ ファミリー・フレンド
リー企業を表彰している12｡
その意味で､ ファミリーフレンドリー企業
は､ ワーク・ライフ・バランス (WLB) を
推進する企業として位置づけられる｡
 ディーセント・ワークとの関係
ワーク・ライフ・バランス (WLB) はディー
セント・ワークとも深い関わりがある｡
最近話題になる ｢ディーセント・ワーク
(働きがいのある人間らしい仕事)｣ の概念は､
1999 年の第 87 回 ILO 総会に提出された事
務局長報告において初めて用いられ､ ILO
の活動の主要な目標として位置付けられた｡
したがってそんなに古い歴史があるわけでは
ない13｡ ディーセント・ワークが話題になる
のは､ これまで労働現場の実態が､ その理念
からほど遠かったことを意味している｡ とり
わけ日本ではそうである｡
ILO総会で採択されたディーセント・ワー
クの実現は､ 雇用の促進､ 社会的保護
の方策の展開及び強化､ 社会対話の促進､
労働における基本的原則及び権利の尊重､
促進及び実現の 4つを戦略的目標を通して実
現されると位置付けられている｡ その上で男
女平等ならびに非差別は､ これらの目標にお
いて横断的な課題とされている14｡ このため､
ILO では 4 つの戦略的目標に沿った形で技
術協力や調査研究を行っている｡ また､ 各国
の実状に応じたディーセント・ワーク・カン
トリー・プログラムを策定し､ プログラムに
沿った事業を推進することによって各国にお
けるディーセント・ワークの実現を支援して
いる｡ また､ 日本政府としては､ ディーセン
ト・ワークの概念の普及に努めるとともに､
様々な労働政策を推進することによりディー
セント・ワークへの理解と実現に努めている｡
平成 24 年 7 月に閣議決定された ｢日本再生
戦略｣ においてもディーセント・ワークの実
現が盛り込まれている｡ 行政の本気度がどこ
までかが問われるが､ ワーク・ライフ・バラ
ンス (WLB) の推進からすれば､ ディーセ
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ントワークも又不可欠な課題である｡
 企業の社会的責任 (CSR) との関係
さらに近年強調されている ｢企業の社会的
責任｣ (CSR) とワーク・ライフ・バランス
(WLB) も密接な関係にある｡ 企業の経済活
動には利害関係者に対して説明責任がある｡
その説明ができなければけっして社会的容認
が得られない｡ 社会の各界各層から信頼のな
い企業は､ その社会での持続は困難になり､
やがては淘汰されることになる｡ 持続可能な
社会を目指すためには､ 企業の意思決定を判
断する利害関係者側である消費者への社会的
責任 (consumer social responsibility)､ 市
民への社会的責任 (citizen social responsi-
bility) が必要不可欠となる｡ さらに従業員
への責任や地域社会への責任や株主への責任
を果たさなければならない｡
ということは従業員を大事にしない企業は､
企業の社会的責任を果たしていないのである｡
だからワーク・ライフ・バランス (WLB)
を推進させている企業は､ CSR もまた実現
させているのは当然であるということであ
る15｡
3 企業事例 トヨタ自動車を事例に
今まで見てきた限り､ ｢仕事と生活の調和｣
の実現をめざす ワーク・ライフ・バランス
(WLB) は､ 企業経営の側からもその役割を
否定することは出来ない｡ また各企業がそれ
なりに推進のための努力を行ってきた事実は
否定できない｡ だがその実態とともに目的や
対象はどのようなものであるかを具体的に検
証してみる必要がある｡ 日本経団連も事例集
を公にして参加企業の取り組みが紹介されて
いるが､ 報告集を読む限りではアリバイ的な
感じは否定できない｡ 読み手からすれば､ 具
体的な意気込みが余り伝わってはこない16｡
この点については後述するが､ とりあえずこ
こでは日本を代表する企業のワーク・ライフ・
バランス (WLB) の事例をみることにする｡
トヨタ自動車は､ ある意味では代表的な日
本的モデルとしてとらえることが出来る企業
である｡ トヨタ自動車発行 ｢Sustainability
Report 2010｣ には､ ワーク・ライフ・バラ
ンス (WLB) へのトヨタ自動車の取組につ
いて詳細に触れている17｡ その内容について
みることにした｡
 トヨタのワーク・ライフ・バランス
(WLB)
トヨタ自動車 (2010) では最初に､ トヨタ
の ｢ワークライフバランス｣ に対する取り組
みについての指針が述べられている｡ そこで
は ｢トヨタは､ 従業員一人ひとりが､ 心身と
もに健康で､ かつ､ 自己の生活ニーズに即し
たメリハリある働き方が可能となる取り組み
を進めており､ 柔軟な労働時間制度の導入､
介護・育児に従事する従業員に対する休職制
度などの諸制度を設けています｡｣ という紹
介がされている｡
メリハリのある働き方とは､ 柔軟で弾力的
な働き方の導入を意味しようが､ 労働へのイ
ンセンティブやモチベーションの低下をもた
らせないための指針としてとらえることが出
来よう｡ 多様性の尊重は従来からいわれてき
たことである｡ その背景にあるのは 2000 年
代になって顕著になった企業のグローバル活
動である｡ 異文化との共存は当然のことであ
る｡ しかしそこには､ 地球規模での活動が前
提である以上､ ｢多様多彩な人材｣ があり､
構成員の一人一人の活躍こそ企業の発展を促
すものであり､ ｢多様な人材を育て､ 戦略化
することで､ 活気ある企業風土が形成｣ され
るという認識が必要となる｡ ｢トヨタは多様
な価値観､ 発想を互いに尊重し合いながら､
働く人々にとって魅力的な自己実現の場とな
る職場や企業｣ を目指したいとする｡ これが
トヨタのWLBへの基本的姿勢である｡
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 いきいきと働く職場づくりのために様々
な施策を推進
ところで均等法が成立する以前は､ 噂の段
階でしかなかったが､ この企業は女性にとっ
ては ｢ブラック企業｣ だとされた｡ それはあ
る時期までこの企業では､ 女性労働者は結婚・
出産で退職するのは当事者の暗黙の了解事項
だとされたからである18｡ だがこの企業でも
今や ｢女性の視点からとらえた企業課題の解
決｣ と､ より ｢多様性のある活力ある職場｣
のために､ ｢仕事と育児の両立支援｣ ｢キャリ
ア形成支援｣ ｢風土・意識改革｣ の 3 本の柱
を軸とした施策が推進されるようになった｡
この点について､ トヨタ自動車 (2010) で
は､ 以下の様に記述されている｡ (以下要約)
2008 年度には､ 育児期における勤務時間・
体系を柔軟なかたちにするための制度改定､
さらに職場上司の理解が不可欠なことから､
職制を中心に説明会・フォーラム等を実施し
てきた｡ 2009 年度には製造現場に勤務する
女性労働者 1,000 人を対象に､ 各工場での女
性技能職の交流会を開催し､ ロールモデルの
紹介等を通じてキャリア形成意識の醸成を図
るとともに､ 職場を超えた女性同士のネット
ワーク構築をサポートしている｡ また就業継
続に男女とも大きな影響を与える介護につい
ては､ 介護のための柔軟な勤務時間制度の新
設や､ 介護する側と､ される側の､ 双方の視
点を理解することを目的とした講演会・体験
型介護セミナーを開催している19｡ さらに､
介護サービスの拡充や融資制度の導入などを
行い､ 介護と仕事の両立が図れるよう､ 環境
整備にも努めている｡ 2010 年 6 月の改正育
児介護休業法の施行にあたって､ 企業内の両
立支援制度の一部を新設・改訂している｡
このようにこの企業内での動向は､ 明らか
に女性労働者も企業戦略の担い手として積極
的に活用しようとするものであり､ トヨタ自
動車に限らず､ 従来の日本の企業は女性労働
者を企業内の基幹戦力として活用するのでは
なく､ 男性中心の企業社会の補助的な役割と
して再生産させてきた｡ その点で､ 現在女性
労働や両立支援のための施策を企業がやろう
していることについては積極的な評価が必要
であろう｡ ただし､ 女性の母性保護や男女間
の身体的差異を無視して､ ハードな男性労働
の水準まで女性に要求することは無理がある｡
その点で､ この企業が行っている女性の長時
間労働を前提とした､ 企業内保育所の運営形
態については検証の必要がある｡
 障がい者への雇用機会拡大
トヨタ自動車は､ 障がい者の雇用促進とと
もに､ 雇用機会拡大のために､ ｢トヨタルー
プス｣20 という企業を設立している｡ すでに
2009 年度から事業を開始､ 特例子会社の申
請を行なっている｡ トヨタループスは､ トヨ
タ自動車の企業内の社内印刷・製本業務を引
き受けるとともに､ 郵便物の集配・仕分けな
どメールサービス業務を受託しているという｡
実際に印刷・製本業務ではオンデマンド機や
オフセット機を使って 1 日 30 万枚の印刷を
し､ 印刷物のデータ処理や製本加工､ 賞状な
どへの筆書きも行っている｡ メールサービス
業務では社内郵便物約 3万通のほか､ 宅配物
約 2,000 個を取扱い､ 全国 514 社の販売店へ
の配送業務も行っている｡ またトヨタ自動車
名古屋オフィス (ミッドランドスクエア内)
においても社内印刷と社内郵便の仕分けを行っ
ている｡ さらには､ トヨタのDNAを受け継
ぎ､ より働きやすい職場づくりや業務の円滑
化のための ｢創意工夫提案｣ 活動も取り組ん
でいる｡ 2009 年度の採用実績は､ 特例子会
社は重度の身体障がいや知的障がいのある人
など 28人､ トヨタでは定期 (新卒) で 18人､
不定期 10 人の採用を行い､ 雇用率は､ 2010
年 6 月末現在､ 特例子会社を含めると 2.07％
(トヨタ単体では 1.98％) となっている｡
｢人にやさしい企業｣ というイメージアッ
プと企業の広告塔的な性格は否定できないが､
ワーク・ライフ・バランス (WLB) に障が
い者も対象としようとしている姿勢は伺うこ
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とができる｡ トヨタ自動車 (2010) 参照｡
 60 歳以降の就労制度 (高齢者雇用)
トヨタ自動車の高齢者雇用については､
1991 年に技能職定年退職者を対象に導入さ
れた社内再雇用制度が始まりである｡ 2001
年には社外就労希望者に対して､ 関係企業へ
のの就労先の紹介・斡旋のための ｢選択式再
就労システム｣ が導入され､ 企業内と企業外
の両方の側面から 60 歳以降の働き方支援を
してきた｡ 2006 年度の改正高齢者雇用安定
法が施行されたことにより､ 多くの従業員が
再雇用される制度へと見直しを行った｡ 多様
な就労希望に対応するため､ 短時間勤務の拡
充などの見直しも併せて実施してきた｡ 2013
年度以降は短時間勤務とフルタイムの選択制
を強調した就業形態の導入を図ろうとしてい
るのも注目される｡
高齢者雇用は狭義にはワーク・ライフ・バ
ランス (WLB) には馴染まないかもしれな
いが､ 広義にはワーク・ライフ・バランス
(WLB) の精神から高齢者雇用についても配
慮を行おうとしていることは確かである｡
 安全・健康
従業員が健康で安全・安心に働くことが出
来るのも､ ワーク・ライフ・バランス
(WLB) と関わりがある｡ トヨタの安全・健
康政策は､ 2009 年度は安全文化構築の 2 年
目として､ ①｢職場主体で安全と健康を実践
する自立型・相互啓発型の仕組み整備と活動
推進｣ ②｢労働衛生マネジメントシステムの
継続と徹底｣ ③｢グローバルに推進する仕組
みづくり｣ を安全・健康の 3本柱に掲げてき
た｡ その結果､ 前年比で､ 全災害件数は 16
％､ 休業災害件数は 35％､ 重点災害件数は
14％減少したという｡
2010 年度の目標は ｢安全と健康｣ を､ 企
業の風土・文化にまで高めるため､ 職場一人
ひとりが､ 自らリスクに気づき､ 自立的に未
然防止の行動を実践できるよう､ オールトヨ
タの全員参加による基本ルールの遵守と相互
啓発のボトムアップ活動に取り組むという｡
働くもののいのちと暮らしに関わる部分もト
ヨタシステムの推進となるところにこの企業
の凄さがあるが､ ｢いつかは災害ゼロ､ そし
てゼロの継続につながる｣ を各職場の合言葉
に活動を展開し､ 3 本柱の一層の深化を図り
たいとしている｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) は安
心して働くことが出来る職場環境であるため､
安全・健康面での企業の施策も重要である｡
しかし建前として立派な施策も､ 実際には様々
な問題点も指摘されている21｡
 期間従業員の雇用
トヨタ自動車で働く労働者は正社員だけで
はない｡ 多くの非正規の労働者が働いている｡
それらには嘱託､ 受入出向者､ 派遣社員､ 期
間従業員などがある｡ 特にかつては ｢季節工｣
といわれた期間従業員の雇用に当たっては､
現在では企業内でも重要な戦力であることか
ら､ 企業として可能な限り､ 雇用の安定やエ
ンプロイアビリティ (就業能力) の向上にも
最大限努めてきたという｡ また現在では ｢正
社員登用制度｣ によって､ 期間従業員として
6ヵ月以上勤務した者を対象に､ 本人が希望
し職場での推薦がある者に受験機会を与え､
期間従業員へのインセンティブを与えている｡
ただし現在では正社員への道はかなりハード
ルが高いといわれている｡ これも､ ワーク・
ライフ・バランス (WLB) へと導く施策と
して見いだすことができる22｡
以上みてきたようにトヨタ自動車のワーク・
ライフ・バランス (WLB) への取組は､ た
とえ外向きの宣伝を考えているとしても､ こ
の企業のスケールを知る上で絶好の資料とい
える｡ ただし格差を前提とした正規雇用の従
業員中心の施策であることだけはみておく必
要がある｡
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4 労働サイドから
ワーク・ライフ・バランス (WLB) は仕
事と私生活の両立という含意がある以上､ 行
政や経営よりも､ 労働の担い手である労働者
の ｢護民官｣ であるはずの労働組合が積極的
な役割を果たさなければならないだろう｡ 労
働組合が推進すべきワーク・ライフ・バラン
ス (WLB) の現状はどのようなものだろう
か？ まずは労働組合のナショナルセンター
である ｢連合｣ がめざしているワーク・ライ
フ・バランス (WLB) の社会の基本方向に
ついてみることにする｡
日本労働組合総連合会 (連合) は､ 2007
年 2 月 18 日､ 政府が公表した ｢ワーク・ラ
イフ・バランス憲章｣ に対して､ 事務局長名
で以下のようなコメントを発表している23｡
またこの年の 9月には ｢ワーク・ライフ・バ
ランス (仕事と生活の調和) の基本的考え方｣
を取りまとめている24｡ そのコメントと ｢基
本的考え｣ に､ 連合のワーク・ライフ・バラ
ンス (WLB) についての考えと取組が凝縮
している｡ 誤解を恐れずに表現するなら､ そ
れ以上でもそれ以下の内容でもない｡
以下､ それぞれについて紹介する｡
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－
ワーク・ライフ・バランス憲章についての連
合事務局長談話：2007 年 2 月 18 日
1 . 本日､ 政府のワーク・ライフ・バランス
推進官民トップ会議 (議長・内閣官房長官)
は､ ｢仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・
バランス) 憲章｣ と ｢仕事と生活の調和推
進のための行動指針｣ をとりまとめた｡ 関
係閣僚､ 労使代表等の委員が調印した ｢憲
章｣ は､ 策定部会の座長を務めた樋口慶応
大学教授､ 高木連合会長及び御手洗日本経
団連会長より､ 福田総理に手交された｡
｢憲章｣ と ｢行動指針｣ は､ その後に開催
された ｢子どもと家族を応援する日本｣ 重
点戦略検討会議 (議長・内閣官房長官) が
とりまとめた ｢重点戦略｣ に盛り込まれ､
後日少子化社会対策会議 (会長・内閣総理
大臣) で決定される｡
2 . ｢憲章｣ は､
[1] 働くことで経済的基盤を確保し､
[2] 家族や地域活動のための時間が確保でき､
[3] 多様で柔軟な働き方を選択できる､ ワー
ク・ライフ・バランス社会の実現に向けて､
労使は自主的に働き方の改革に取り組み､
国と地方は環境整備に取り組むこととして
いる｡ 具体的には､ 週労働時間 60 時間以
上の雇用者の半減､ 女性の出産後継続就業
率の増加等､ 14 項目の数値目標の達成に
向けて､ 社会全体で取り組み､ その進捗状
況については労使からなる委員会が点検・
評価していくこととなった｡ 地方において
も､ 取り組みの推進体制が検討されている｡
3 . 連合は､ ｢重点戦略検討会議｣ と ｢トッ
プ会議｣ 双方に参加し､ 働き方の抜本的な
改革を主張してきた｡ 本年 9月には､ ｢ワー
ク・ライフ・バランスの基本的考え方｣ を
とりまとめ､ ｢今必要なのは､ 生活時間を
取り戻すための総合的な働き方の改革であ
る｣ ことを確認した｡ 誰もがやりがいのあ
る仕事と充実した生活について､ 自分の意
思で多様な選択が可能な社会を作ることは､
結果として､ 男女がともに働きながら子ど
もを生み育てられる社会を実現することに
つながる｡ 少子化､ 男女共同参画､ 労働市
場改革等の個別の施策を､ ワーク・ライフ・
バランスで一括りにし､ より広がりのある
政策に転換したこと､ そしてワーク・ライ
フ・バランス社会の実現に向けて､ 政労使
がそれぞれの役割と責任を担うことに合意
したことの意義は大きい｡
4 . あとは､ いかにして実行していくかであ
る｡ ワーク・ライフ・バランスは､ 一部の
先進企業の取組ではなく､ 社会全体で推し
進めるべきで課題である｡ 全ての企業の労
使が ｢憲章｣ を真摯に受け止め､ ｢行動指
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針｣ を実践していくべきである｡ 政府に対
しては､ 子育て・介護を支える社会基盤を
整備し､ 均等待遇の法制化や中立的な税・
社会保障制度の整備に早急に着手すること
を求める｡ 連合は､ ワーク・ライフ・バラ
ンス社会の実現に向け､ 構成組織および地
方連合会と一体となって取組みを強化する｡
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－
われわれがめざす ｢ワーク・ライフ・バラン
ス社会｣
(第 25回中央執行委員会における ｢ワーク・
ライフ・バランスの基本的考え方｣ から)
連合がめざすワーク・ライフ・バランス社
会とは､ ｢すべての働く人々がやりがいのあ
る仕事と充実した生活の両立について､ 自分
の意思で多様な選択が可能となる社会､ それ
を支える政策やシステム､ 慣行が構築されて
いる社会｣ のことである｡
｢1 日 8 時間は労働のために､ 次の 8 時間
は休息のために､ 残りの 8時間は自分自身の
ために｣ これは今から 100 年以上前に､
アメリカの労働者が 1日 8時間労働を要求し
てデモ行進をした際に掲げられ､ メーデーの
起源となったスローガンである｡ ここには､
労働に従事しない自由時間をまず確保すると
いう考え方が明確に示されている｡
こうした視点に立って､ 個々の政策による
対症療法ではなく､ 実現すべき社会の姿を明
らかにした上で一体的な政策の立案と運用を
していくことが求められている
これは次の 6点である｡
 ｢ディーセント・ワーク (働きがいのあ
る人間らしい仕事) ｣ が保障されること
ディーセント・ワークというのは､ ILO
が掲げた目標で､ ｢安心して働き続けられ
る仕事｣ といった意味である｡ 働く人々と
家族が健康で安全な生活を送ることができ､
生活できる賃金の保障を得て､ 働く人たち
の権利が守られ､ 社会的対話に参加でき､
必要に応じて社会的保護が受けられるもの
とされている｡
わが国においても､ ILO が掲げた共通
の目標に沿って､ 日本におけるディーセン
ト・ワークを追求することが､ ワーク・ラ
イフ・バランス社会にとって不可欠である｡
 すべての男女労働者に等しく保障される
ものであること
ワーク・ライフ・バランスは､ 男性であ
るか女性であるか､ 家族的責任を有してい
るかどうかにかかわらず､ また正規である
か非正規であるかを問わず､ いかなる形で
働く男女労働者に対しても等しく保障され
るものである｡
ワーク・ライフ・バランスを推進するに
は､ これまでどちらかというと男性が主た
る稼ぎ手として仕事面を主に担い､ 女性が
主に生活面を担うという固定的な分業関係
を見直し､ 仕事の面でも生活の面でも男女
が共同に参加できる環境整備が求められる｡
 働く側にとって選択可能な働き方である
こと
多様な働き方は､ 働く側が選択するもの
であって､ 雇う側に選択されるものではな
い｡ そして､ 個人の選択によって転換がで
きるようなものでなければならず､ 生活や
ライフサイクルに合わせて働き方や労働時
間を選択できるものでなければならない｡
そのためには､ 働き方に中立的な税・社会
保障制度の確立と､ 労働条件の均等待遇の
法制化が必要である｡ また､ 人材の育成と
評価についての社会的な仕組みづくりが必
要である｡
 子育て・介護等を支える社会基盤が確立
されていること
ワーク・ライフ・バランス社会は､ 誰も
が仕事上の責任を果たしつつ､ 地域で支え
合い､ 助け合うことによって安心して子ど
もを生み､ 育て､ 家族等の介護ができる社
会を志向するものである｡ そのためには､
公共サービスを中心に保育や介護を社会全
体で支える制度を整備・拡充する必要があ
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る｡
 個人生活を尊重し､ 質の高い働き方を求
める企業文化､ 社会システムに転換するこ
と
連合が求めるワーク・ライフ・バランス
社会は､ 政策・制度の改善だけで実現でき
るものではなく､ 社会システム､ 労働慣行
の見直しが必要である｡ 目に見えない拘束・
支配による長時間労働､ 過重労働を生み出
すような賃金制度､ 性役割に基づく働き方
や責任分担等これまでのシステムや慣行を
見直し､ 男性の育児休業取得が当たり前に
なる企業文化にしていく必要がある｡
 企業の社会的責任の観点からも積極的に
推進すること
企業が率先してワーク・ライフ・バラン
ス施策を実行することは､ CSR (企業の
社会的責任) の観点からもきわめて重要で
ある｡ 2007 年 9 月
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－
労働組合のナショナルセンターである連合
は､ これまで主に民間大企業の正規雇用の労
働者の利益を代弁してきた｡ そのこともあっ
て､ 政労使の各種会合にも委員として参加し､
制度政策面での意見反映をさせてきた｡ その
限りにおいては労働者の利益を代弁しており､
ワーク・ライフ・バランス (WLB) もまた､
労働者の暮らしと生活・いのちを守るための
｢仕事と生活の両立・均衡｣ として位置づけ
ている｡ それは連合のめざすワーク・ライフ・
バランス (WLB) の基本方向であり､ ｢ディー
セントワーク｣ ｢男女平等｣ ｢多様な働き方の
選択｣ ｢子育て・介護などの支援｣ ｢WLB を
可能とする社会構造の転換｣ ｢CSR の観点｣
等々である｡ これらは政府サイドも企業 (財
界) サイドも容認できるものである｡
ところで現代日本の労働者の中で､ こうし
た質の高い労働と質の高い生活を両立させる
ことを可能とする労働者はどのような労働者
であろうか｡ また現代日本でワーク・ライフ・
バランス (WLB) が課題とされる労働現場
とはいかなるのであろうか？ そうした労働
の質が語られる一方で､ 多くの職場ではワー
ク・ライフ・バランス (WLB) とはほど遠
い内容だといわれているのはどうしてか？
実際にワーク・ライフ・バランス (WLB)
を成り立たせるディーセント・ワークやファ
ミリーフレンドリー企業の存在は企業全体の
中では､ それが仮に宣伝効果だけでなく内実
が伴っているとしても､ 実際に限られた存在
でしかない｡ 実際には格差社会の進行してい
る現代日本において､ ワーク・ライフ・バラ
ンス (WLB) の実現の可能性が語られるの
は労働者の ｢上層｣ 部分でしかない｡ そうで
なければこれだけの格差社会が進行し､ 派遣
切りなどの非人道的な行為や労働者の健康破
壊や ｢ブラック企業｣ が横行することなど考
えられない｡ 連合が描くワーク・ライフ・バ
ランス (WLB) も､ 抽象的な理想論でしか
ない｡ 実際に労働者が置かれている状態を正
視しているとはいえない｡ それは労働組合の
ナショナルセンターである連合に組織された
労働者の中心が､ 民間大企業の正規労働者で
あるのと無関係ではない｡
一方全労連は､ 政府の提案するワーク・ラ
イフ・バランス (WLB) の土俵にはそのま
ま乗ることはしていない｡ ワーク・ライフ・
バランス (WLB) の理念としての意義は認
めながらも､ 実際にはそのワーク・ライフ・
バランス (WLB) 施策が企業総体の共通理
解とはなり得ていないという認識である｡ 多
くの職場では劣悪な労働条件・労働環境の下
に置かれている労働者が多数存在している現
実に遭遇している｡ この現実は､ ｢政労使｣
とりわけ政府と企業の怠慢・努力不足である
という立場を取っている｡ それ以上に全労連
に組織されている労働者の現状にも反映され
ている｡ それは全労連に組織されている民間
労働者の主流は､ 中小零細のディーセント・
ワークすら ｢死語｣ のような職場の労働者が
圧倒的だからである｡ 全労連の組合リーダー
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からすると､ 劣悪な労働条件・労働環境に置
かれている中小零細企業に政府や大企業は本
気で支援をしようとしていないのではという
不信感がある｡ それは大企業ビッグユニオン
中心の連合への認識としても共通点があるよ
うに思える25｡
5 経営サイドのワーク・ライフ・バランス
(WLB)
これまで見てきたように､ ｢政労使｣ とも
ども思惑はあるものの､ ワーク・ライフ・バ
ランス (WLB) についての共通の理解があ
るのも事実である｡ では経営サイドはWLB
についてはどのような認識なのだろうか？
この点についてすでにトヨタ自動車の事例を
見てきた｡ それ以外の他の企業での取組は､
日本経団連 [2012] で､ 日本を代表する企業
のワークライフバランス (WLB) について
の考えが整理されており興味深い26｡
以下その概要のさわりの部分の抜粋につい
てのみ紹介する｡
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－
企業のワークライフバランスへの取り組み状
況 (概要抜粋)
Ⅰ 各社の重点課題
多くの企業が､ 人材活用や職場の活性化を
進め､ 業務上の生産性を図ることを目的に､
多様で柔軟な働き方を実現することを重点課
題として掲げている｡ 特に､ 出産・育児､ 介
護など従業員のライフイベントに配慮した諸
施策を充実し､ 働きやすい職場づくりに積極
的に取り組む方針を示す企業が多く見られた｡
最初に育児・介護制度の充実と円滑な
利用促進をしている｡ それは法定を超える育
児休業・育児短時間勤務の制度 (休業： 3歳
まで､ 短時間勤務：小学校 3年まで等) 育児
に関わる経済的支援 (育休期間中の手当支給､
保育サービス利用の費用補助) などがあり､
育児休業後の職場復帰支援の充実 (面談､ 相
談窓口の設置､ 社内イントラによる情報提供､
ロールモデルの紹介等)､ さらには男性の育
児休業取得の促進 (トップのメッセージ発信､
管理職研修やWeb を通じた啓蒙活動) と事
業所内保育所の設置も抱えている｡
就労継続が困難な場合に､ 介護支援があり､
これにはすすんだ企業から法定を超える介護
休業や介護短時間勤務の制度 (休業：最長 2
年､ 短時間勤務:事由消滅まで等) の導入や
介護セミナーや相談窓口による情報提供があ
り､ 実際に職場の労働者が 『介護』 のために
支援するのはどれぐらいニーズがあるのかを
掌握しなければならない｡
労働時間の適正化や働き方の改革が課
題としてある｡
たとえばノー残業デーの徹底､ 終業時刻の
目標設定 業務効率化や時間外労働に関する
労使との協議や数値目標の設定､ 年次有給休
暇の計画的取得・連続取得の推進などがあげ
られる｡
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－
こうしてみると企業の中には､ 開明的な経
営者もおり､ ワーク・ライフ・バランス
(WLB) について先駆的な役割を果たしてき
たところもあるが､ 実際には少子高齢化とい
う社会環境の変化と女性の社会進出と女性労
働への対応という課題による法整備がおこな
われた現実に追随せざるを得ないものが多かっ
たのは事実であろう｡ とはいえ､ 現代社会に
おいては､ 企業もまた積極的に ｢仕事と生活｣
を意識した施策を行わないことには､ 社会的
に評価されない時代がやってきたことだけは
確かである｡ 開明的な経営者の存在や社会的
企業への評価が限られたものでしかない現状
であっても､ 企業経営を担う者が､ 古くから
ある尊大な姿勢で君臨するようなことがあっ
てはならないのはいうまでもない｡
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まとめ
このようにワーク・ライフ・バランス
(WLB) を各方面から見てきた｡ 行政からす
れば､ 経済大国日本の名誉にも関わる施策に
なろう｡ これまで ｢長時間労働｣ ｢働き蜂｣
｢過労死｣ という表現からも明らかなように､
けっして有り難くないイメージが日本には与
えられてきた｡ 実際に､ バブルがはじける
1990 年代初頭まで､ ｢企業社会日本｣ という
評価は一部の研究領域でもなされてきた経緯
がある｡ その有り難くないレッテルを取り払
うためにも､ 行政とりわけ関係省庁・関係機
関が少なくとも対外的に示さなければならな
い事情があった｡
さらに､ 行政が中心になってワーク・ライ
フ・バランス (WLB) を推進せざるをえな
い社会の変化という事情があった｡ それは
1980 年代以降顕著になったのは女性の社会
進出である｡ 男女共同参画社会の実現が課題
となるのは､ 大きな流れとして女性の社会進
出の一般化という事情があった｡ その出発点
は 1986 年の ｢男女雇用均等法｣ であったの
は明らかである｡ その方向の是非はさておく
として､ 日本社会においても女性労働のあり
方を考えさせる絶好の機会となった｡ 少子高
齢化の進展､ とともに結婚しても職業継続が
困難にさせている要因を除去していくことは
行政の責任であった｡ それ故､ 仕事と生活の
両立支援を前提とした男女共同参画社会の実
現の意味でもワーク・ライフ・バランス
(WLB) の必要性が語られるようになった｡
そして経営の側も､ 企業イメージのアップ
や維持のためには､ 労働者を大切に扱うこと
が優秀な人材を受け入れる大きな要因であり､
また優秀な人材を流出させないことにもつな
がることになった｡ このことが企業を発展さ
せていく要因になるのも事実であった｡ した
がって経営の側からも､ 表面的にはワーク・
ライフ・バランス (WLB) は必要不可欠な
ものとなった｡
労働側 (労働組合) の側からのワーク・ラ
イフ・バランス (WLB) についても見てき
たとおりである｡ ここまで ｢政労使｣ ともど
ものワーク・ライフ・バランス (WLB) に
ついての立派な理念について見てきた｡
日本でも少し前の時期までは､ 夫が働き､
妻が専業主婦として家庭や地域で役割を担う
という姿が一般的であった｡ だが現在では､
女性の積極的な職業参加等により､ 勤労者世
帯の過半数が共働き世帯となっている｡ しか
しながら､ 働き方や子育て支援などの社会的
基盤は従来のままになっているケースもまだ
多く､ 職場や家庭､ 地域では､ 男女の固定的
な役割分担意識がいまだに残存している現実
もある｡
一方､ 正社員以外の多様な働き方も増加し
ており､ 日本社会では成人になっても経済的
に自立できない層も確実に増えている｡ 実際
に高校・大学の新規学卒者ですら ｢正社員｣
として雇用されるのが困難となっている｡ し
かも長時間労働の恒常化によって､ ｢心身の
疲労｣ ｢家族の団らんを持てない層｣ も相当
増えている｡ ここから ｢仕事と子育ての両立｣
が難しいのは､ 働き方の選択肢の制約がある
からで､ フルタイムよりも短時間勤務の方が
働きやすいという ｢ある種の誘導策｣ がしば
しば提起される｡ そしてここから ｢労働規制｣
の緩和をすれば ｢仕事と生活の調和｣ が実現
する主張する声が出てくるのは理解できる
る27｡
だがこの主張をそのまま受け入れていくと､
ますます働いている人の間の格差を生みだし
ていくことになる｡ 多様な働かせ方というの
はある意味自然である｡ ただしそれが多様な
働き方をする人の ｢保護｣ が前提でないと､
安易にコストのかからない非正規労働者だけ
が増大して､ 不安定な雇用構造がますますす
すむことになる｡ その主張では､ 非正規雇用
の労働者は短時間勤務になってワーク・ライ
フ・バランス (WLB) がすすんで ｢しあわ
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せ｣ になったといえるのだろうかという問い
かけは必要である｡
個人の生き方や人生の段階に応じて多様な
働き方の選択を可能にする必要性が強調され
る時代になった｡ それは働き方の選択肢が限
定､ 女性や高齢者等の多様な人材を活かすこ
とができないという主張につながる｡ しかし
この働き方の見直しが､ 生産性の向上や競争
力の強化が ｢明日への投資｣ に本当につながっ
ていくのであろうか？
1995 年の 『新時代の日本的経営』 で提示
された多様な働かせ方は､ 実際には企業の側
からだけの理由で不安定雇用労働者を増大さ
せているのが現状である｡ 実際に結婚や子育
てに関する人々の希望を実現しにくいものに
し､ 急速な少子化の要因になっているのでは
ないであろうか？ ワーク・ライフ・バラン
ス (WLB) がこれからの社会において必要
だとしても､ 当事者の一方的な立場からの推
進だけであってはならない｡ それは日本社会
の基軸をなしてきた大企業の正規雇用労働者
の ｢保護｣ だけである｡ 底辺をなす広範な中
小零細企業や不安定雇用労働者をも対象とし
たものでなければならいのはいうまでもない｡
ワーク・ライフ・バランス (WLB) を語る
なら､ 日本の労働者のおかれている現実から
乖離したおしゃべりは慎まなければならない｡
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註
1 ワーク・ライフ・バランスはWLB と略して
使われたり､ ｢ダイバーシティ｣ (性別や年齢
を問わず多様な人材を受容すること､ diver-
sity and inclusion) とよばれたりすることも
ある｡ 本稿では､ 原則としてワーク・ライフ・
バランス (WLB) と記述する｡
2 不安定な身分である非正規雇用労働者がこの
時期増えていくきっかけとして､ 日経連 『新
時代の日本的経営』 (1995) の影響は無視でき
ない｡ とりわけ労働者を 3 つの類型に分類し
た雇用柔軟型労働者は､ 労働者を働きやすい
環境にもっていくのではなく､ 不安定な身分
と劣悪な労働条件の継続を正当化することに
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もなりかねない｡
3 この点については､ 暉峻淑子 [1989] では実
態について具体的で詳細な記述がある｡
4 厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査｣ (企業規模
30 人以上) によると､ 日本の年間総実労働時
間は 1985 年には 2110 時間であった｡ だが
1990年には 2052時間､ 1995年には 1910時間､
2000 年には 1859 時間､ 2005 年には 1829 時間
と推移し､ 2009 年にはリーマンショックと不
況による影響もあるが､ 1768 時間と初めて
1800 時間を切り､ 2010 年も 1798 時間であっ
た｡ これからすると､ 不況という要因の後押
しがあったとはいえ､ 日本政府が目標とした
2000 年には 10 年ほど遅れたものの､ この四
半世紀の間に日本の労働時間は 300 時間余り
減少し､ 1800 時間弱となったことになる｡
5 前川レポートは 1986 年 4 月､ 中曽根康弘元首
相の諮問機関である ｢国際協調のための経済
構造調整研究会｣ が､ 日本における経常収支
不均衡の是正､ 国民生活の質の向上を目指し
て発表した報告書である｡ 座長である前川春
雄・元日本銀行総裁の名にちなんでこの名称
がある｡ 翌年､ 1987 年 4 月には経済審議会経
済構造調整特別部会が構造調整の指針として
｢新前川レポート｣ を提出している｡
6 この法律では以下の記述がある｡ ｢第一条 こ
の法律は､ 我が国における急速な少子化の進
行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化
にかんがみ､ 次世代育成支援対策に関し､ 基
本理念を定め､ 並びに国､ 地方公共団体､ 事
業主及び国民の責務を明らかにするとともに､
行動計画策定指針並びに地方公共団体及び事
業主の行動計画の策定その他の次世代育成支
援対策を推進するために必要な事項を定める
ことにより､ 次世代育成支援対策を迅速かつ
重点的に推進し､ もって次代の社会を担う子
どもが健やかに生まれ､ かつ､ 育成される社
会の形成に資することを目的とする｡｣
7 ワーク・ライフ・バランス (WLB) 憲章につ
いて本稿末文資料参照のこと
8 労働者の置かれている特殊な状況を無視して､
企業の一方的な都合で海外勤務も含む配置転
換などがされる事例はよく聞く話である｡ 日
本でも､ 子育て期間やリカレント教育受講期
間など労働者に支障が生じるような配置転換
などは企業の一方的都合でさせないルール設
定は必要である｡
9 ブラック企業とは､ 従業員に対して､ 劣悪な
環境での労働を強いる企業のことで､ 広義に
は入社を勧められない企業のことをいう｡ こ
の点については櫻井 [2011] を参照
10 男女共同参画社会とは､ ｢男女が､ 社会の対等
な構成員として､ 自らの意思によって社会の
あらゆる分野における活動に参画する機会が
確保され､ もって男女が均等に政治的､ 経済
的､ 社会的及び文化的利益を享受することが
でき､ かつ､ 共に責任を担うべき社会｣ のこ
とをいう｡ この理念を実現するために 1999 年
(平成 11 年) 6 月 23 日に ｢男女共同参画社会
基本法｣ が公布・施行された｡
また男女共同参画社会実現の為に 2001 年 (平
成 13 年) 1 月 6 日内閣府特命担当大臣が置か
れている｡ また内閣府に男女共同参画局も設
立された｡ これ以降､ 各省庁に男女共同参画
関係予算が割り当てられ､ 毎年度､ 数兆円単
位の予算が費やされている｡
11 ファミリーフレンドリー企業とは､ ワークラ
イフバランス (WLB) の実現に向けた様々な
制度と職場環境を持ち､ ライフステージに応
じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択でき
る取組を行っている企業である｡
12 こうした表彰顕彰制度は､ 厚生労働省だけで
なく各都道府県でもおこなわれている｡ たと
えば愛知県では､ ワーク・ライフ・バランス
(WLB) の実現に取り組む企業を奨励・支援
し､ その取り組みを広く紹介するため､ 登録
制度を創設している｡ 愛知県ファミリー・フ
レンドリー企業の登録数は､ 2012 年 10 月に
は 965 社になっている｡ 毎年 5 社程度が表彰
されている｡ これらは､ 企業の側も企業経営
へのインセンティブや宣伝効果としての広告
塔として活用したい思惑があるからだろう｡
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13 ｢第 87 回 ILO 総会事務局長報告：ディーセン
ト・ワーク｣ (1999 年 6 月)
14 ｢公正なグローバル化のための社会正義に関す
る ILO宣言｣ (2008年 6月第 97回 ILO総会)｡
15 この点については櫻井 [2011] を参照
16 日本経団連 [2012] の報告企業61社のワーク・
ライフ・バランス (WLB) の取組事例は筆者
が見た限り必ずしもすすんだ事例とは見えな
かった｡
17 トヨタ自動車発行 ｢Sustainability Report
2010｣
18 櫻井 [2007] ではこの点について､ 関係者か
ら聞き取りをしているが､ 1980 年代頃までは
トヨタ自動車ならびに関連企業 (グループ)
の女性労働者で結婚後も就業を継続した事例
はほとんど見られなかった｡ ただし､ それは
一切社内規則などに明文化されているのでは
なく､ ｢暗黙の合意事項｣ のように長年続いて
きた慣行である｡
19 参加者からは ｢職場には女性がいないので､
同じ悩みや経験を持つ人の話が聞けて参考に
なった｣ ｢将来の目標や職場とのコミュニケー
ションを見直すきっかけになった｣ ｢日頃接す
ることのない方々とも様々な話ができ､ 今後
のよき相談相手が見つかった｣ 等の反響があっ
たという｡ ということは､ トヨタでも女性労
働を積極的な担い手として位置づけるように
なったとみなせる｡
20 ｢ループス｣ の社名は､ 障がいのある方々の雇
用の ｢輪｣､ 社会や職場の仲間との ｢輪｣ を広
げていきたい願いから命名｡ 社章は､ ｢安心の
『和』､ 喜びの 『輪』､ 楽しみの 『話』 を大きく
広げ､ 社員・家族・地域社会にとって“誇れ
る会社”を目指す｣ という基本理念の ｢3 つ
の 『わ』｣ を表しているという｡
21 ｢Sustainability Report 2010｣ には以下の記
述がある｡ 以下引用 1957 年､ 最高顧問豊
田英二が当時の会社代表安全管理者に就任し
た際､ 安全衛生に関する基本的な考え方とし
て､ 『安全な作業は､ 作業の入口である｡ わた
したちは､ まずしっかりとこの入口を通りま
しょう』 を示しました｡ この言葉は今日のト
ヨタにおける 『安全の基本理念』 として永く
受け継がれ､ 『従業員には､ 決して労働災害に
遭ってほしくない』 との強い思いが込められ
ています｡ 安全についてはこの基本理念を常
に念頭に､ 心身ともに健全で活力ある職場環
境づくりに取り組んでいます｡ また､ 健康づ
くりについては生活習慣改善活動､ メンタル
ヘルス活動を推進し､ 従業員の健康づくりを
支援しています｡－以上引用
こうした視点は企業の姿勢からすれば否定
されるものではない｡ しかし､ 我々のところ
に聞こえてくるのは､ 労働災害や過労死など
の申請が必ずしも当事者や家族の意向にはそ
はないことである｡ これはこの企業だけでな
く､ 日本の民間大企業に広く見られる傾向で
ある｡
22 期間従業員から正社員の登用は実際にはかな
りのハードルを越えなければならない｡ 期間
従業員から正社員になるには､ まず 6 ヶ月以
上勤務する必要がある｡ これが採用のための
最低条件であり､ エントリーの方法は､ 本人
希望と職場推薦の 2 種類がある､ 職場推薦
(上司) の方が合格が多いのは事実である｡ 採
用試験の時期は 1 年で 4 回あり､ 準社員選考
試験に合格し､ 準社員使用期間が原則 3 ヶ月
あり､ それをクリアしてその間に再度､ 社員
登用試験を受け合格者が社員になる｡ 準社員
になれば､ 社員登用試験は形式的だといわれ
る｡ この制度は現在では期間従業員も正社員
に登用されるという宣伝効果の性格も強い｡
23 連合は ｢ワーク・ライフ・バランス憲章｣ に
対して､ 事務局長名で別記のようなコメント
を発表しているが､ 特筆すべき内容ではない｡
24 基本的方向では ｢個々の政策による対症療法
ではなく､ 実現すべき社会の姿を明らかにし
た上で一体的な政策の立案と運用｣ が必要で
6 つの政策課題を主張しており､ その指摘に
ついては異論はないものの､ ｢政労使｣ に共通
してみられる､ ｢選択可能な働き方｣ の名の下
で､ 正社員から無権利状態の非正規労働者へ
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の ｢無条件な移動｣ にならないための歯止め
ぐらいは､ 労働組合のナショナルセンターと
して取り組むのは責務であろう｡
25 実際の労働現場､ 特に中小零細企業の労働者
や不安定雇用の労働者の置かれている状態は､
ワーク・ライフ・バランス (WLB) やディー
セント・ワークとはほど遠いと言われる｡ 賃
金の削減どころか未払い､ 安易な雇い止めな
ど各種労働相談機関には多くの労働相談があ
るという｡ ワーク・ライフ・バランス
(WLB) の実現のためには､ そうした現状を
改変して労働条件の底上げこそまず必要では
と思われるが､ いかであろうか｡
26 前述した日本経団連 [2012] では日本を代表
する企業 61 社の調査報告書ではあるが､ ｢我
が社はこれだけのことをやっている｣ という
対外向きのための宣伝資料のように読み手か
らは伺えた｡ また企業間でのワークライフバ
ランス (WBL) についての考えの差異も見え､
興味深い文書である｡
27 八代尚宏 [2011] に代表的な主張が見られる｡
八代氏は様々な社会的規制が現代社会の停滞
経済発展の阻害をもたらしており､ 労働分野
でもフルタイム雇用にこだわらない､ 短時間
で自らの生活に見合った働き方を選択できれ
ば､ 働きやすい環境になるとする｡ ただこれ
が ｢非正規労働者｣ を無権利状態のままで拡
大してより格差が拡大していくという指摘に
はほとんど答えていない｡
[資料]
仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バランス)
憲章
我が国の社会は､ 人々の働き方に関する意識や
環境が社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれ
ず､ 仕事と生活が両立しにくい現実に直面してい
る｡ 誰もがやりがいや充実感を感じながら働き､
仕事上の責任を果たす一方で､ 子育て・介護の時
間や､ 家庭､ 地域､ 自己啓発等にかかる個人の時
間を持てる健康で豊かな生活ができるよう､ 今こ
そ､ 社会全体で仕事と生活の双方の調和の実現を
希求していかなければならない｡ 仕事と生活の調
和と経済成長は車の両輪であり､ 若者が経済的に
自立し､ 性や年齢などに関わらず誰もが意欲と能
力を発揮して労働市場に参加することは､ 我が国
の活力と成長力を高め､ ひいては､ 少子化の流れ
を変え､ 持続可能な社会の実現にも資することと
なる｡ そのような社会の実現に向けて､ 国民一人
ひとりが積極的に取り組めるよう､ ここに､ 仕事
と生活の調和の必要性､ 目指すべき社会の姿を示
し､ 新たな決意の下､ 官民一体となって取り組ん
でいくため､ 政労使の合意により本憲章を策定す
る｡ [いま何故仕事と生活の調和が必要なのか]
(仕事と生活が両立しにくい現実) 仕事は､ 暮ら
しを支え､ 生きがいや喜びをもたらす｡ 同時に､
家事・育児､ 近隣との付き合いなどの生活も暮ら
しには欠かすことはできないものであり､ その充
実があってこそ､ 人生の生きがい､ 喜びは倍増す
る｡
しかし､ 現実の社会には､ 安定した仕事に就け
ず､ 経済的に自立することができない､ 仕事に追
われ､ 心身の疲労から健康を害しかねない､ 仕事
と子育てや老親の介護との両立に悩むなど仕事と
生活の間で問題を抱える人が多く見られる｡
(働き方の二極化等) その背景としては､ 国内外
における企業間競争の激化､ 長期的な経済の低迷
や産業構造の変化により､ 生活の不安を抱える正
社員以外の労働者が大幅に増加する一方で､ 正社
員の労働時間は高止まりしたままであることが挙
げられる｡ 他方､ 利益の低迷や生産性向上が困難
などの理由から､ 働き方の見直しに取り組むこと
が難しい企業も存在する｡
(共働き世帯の増加と変わらない働き方・役割分
担意識) さらに､ 人々の生き方も変化している｡
かつては夫が働き､ 妻が専業主婦として家庭や地
域で役割を担うという姿が一般的であり､ 現在の
働き方は､ このような世帯の姿を前提としたもの
が多く残っている｡
しかしながら､ 今日では､ 女性の社会参加等が
進み､ 勤労者世帯の過半数が､ 共働き世帯になる
等人々の生き方が多様化している一方で働き方や
子育て支援などの社会的基盤は必ずしもこうした
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変化に対応したものとなっていない｡ また､ 職場
や家庭､ 地域では､ 男女の固定的な役割分担意識
が残っている｡
(仕事と生活の相克と家族と地域・社会の変貌)
このような社会では､ 結婚や子育てに関する人々
の希望が実現しにくいものになるとともに､ ｢家族
との時間｣ や ｢地域で過ごす時間｣ を持つことも
難しくなっている｡ こうした個人､ 家族､ 地域が
抱える諸問題が少子化の大きな要因の 1つであり､
それが人口減少にも繋がっているといえる｡ また､
人口減少時代にあっては､ 社会全体として女性や
高齢者の就業参加が不可欠であるが､ 働き方や生
き方の選択肢が限られている現状では､ 多様な人
材を活かすことができない｡
(多様な働き方の模索) 一方で働く人々において
も､ 様々な職業経験を通して積極的に自らの職業
能力を向上させようとする人や､ 仕事と生活の双
方を充実させようとする人､ 地域活動への参加等
をより重視する人などもおり､ 多様な働き方が模
索されている｡
また､ 仕事と生活の調和に向けた取組を通じて､
｢ディーセント・ワーク (働きがいのある人間らし
い仕事) ｣ の実現に取り組み､ 職業能力開発や人
材育成､ 公正な処遇の確保など雇用の質の向上に
つなげることが求められている｡ ディーセント・
ワークの推進は､ 就業を促進し､ 自立支援につな
げるという観点からも必要である｡
加えて､ 労働者の健康を確保し､ 安心して働く
ことのできる職場環境を実現するために､ 長時間
労働の抑制､ 年次有給休暇の取得促進､ メンタル
ヘルス対策等に取り組むことが重要である｡
(多様な選択肢を可能とする仕事と生活の調和の
必要性) いま､ 我々に求められているのは､ 国民
一人ひとりの仕事と生活を調和させたいという願
いを実現するとともに､ 少子化の流れを変え､ 人
口減少下でも多様な人材が仕事に就けるようにし､
我が国の社会を持続可能で確かなものとする取組
である｡
働き方や生き方に関するこれまでの考え方や制
度の改革に挑戦し､ 個々人の生き方や子育て期､
中高年期といった人生の各段階に応じて多様な働
き方の選択を可能とする仕事と生活の調和を実現
しなければならない｡
個人の持つ時間は有限である｡ 仕事と生活の調
和の実現は､ 個人の時間の価値を高め､ 安心と希
望を実現できる社会づくりに寄与するものであり､
｢新しい公共｣※ の活動等への参加機会の拡大など
を通じて地域社会の活性化にもつながるものであ
る｡ また､ 就業期から地域活動への参加など活動
の場を広げることは､ 生涯を通じた人や地域との
つながりを得る機会となる｡
※ ｢新しい公共｣ とは､ 行政だけでなく､ 市民やNPO､
企業などが積極的に公共的な財・サービスの提供主
体となり､ 教育や子育て､ まちづくり､ 介護や福祉
などの身近な分野で活躍することを表現するもの｡
(明日への投資) 仕事と生活の調和の実現に向け
た取組は､ 人口減少時代において､ 企業の活力や
競争力の源泉である有能な人材の確保・育成・定
着の可能性を高めるものである｡ とりわけ現状で
も人材確保が困難な中小企業において､ その取組
の利点は大きく､ これを契機とした業務の見直し
等により生産性向上につなげることも可能である｡
こうした取組は､ 企業にとって ｢コスト｣ として
ではなく､ ｢明日への投資｣ として積極的にとらえ
るべきである｡
以上のような共通認識のもと､ 仕事と生活の調
和の実現に官民一体となって取り組んでいくこと
とする｡
[仕事と生活の調和が実現した社会の姿] 1 仕事
と生活の調和が実現した社会とは､ ｢国民一人ひと
りがやりがいや充実感を感じながら働き､ 仕事上
の責任を果たすとともに､ 家庭や地域生活などに
おいても､ 子育て期､ 中高年期といった人生の各
段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社
会｣ である｡
具体的には､ 以下のような社会を目指すべきで
ある｡
1 就労による経済的自立が可能な社会
経済的自立を必要とする者とりわけ若者がいき
いきと働くことができ､ かつ､ 経済的に自立可能
な働き方ができ､ 結婚や子育てに関する希望の実
現などに向けて､ 暮らしの経済的基盤が確保でき
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る｡
2 健康で豊かな生活のための時間が確保できる
社会
働く人々の健康が保持され､ 家族・友人などと
の充実した時間､ 自己啓発や地域活動への参加の
ための時間などを持てる豊かな生活ができる｡
3 多様な働き方・生き方が選択できる社会
性や年齢などにかかわらず､ 誰もが自らの意欲
と能力を持って様々な働き方や生き方に挑戦でき
る機会が提供されており､ 子育てや親の介護が必
要な時期など個人の置かれた状況に応じて多様で
柔軟な働き方が選択でき､ しかも公正な処遇が確
保されている｡
[関係者が果たすべき役割] 2 このような社会の
実現のためには､ まず労使を始め国民が積極的に
取り組むことはもとより､ 国や地方公共団体が支
援することが重要である｡ 既に仕事と生活の調和
の促進に積極的に取り組む企業もあり､ 今後はそ
うした企業における取組をさらに進め､ 社会全体
の運動として広げていく必要がある｡
そのための主な関係者の役割は以下のとおりで
ある｡ また､ 各主体の具体的取組については別途､
｢仕事と生活の調和推進のための行動指針｣ で定め
ることとする｡
取組を進めるに当たっては､ 女性の職域の固定
化につながることのないように､ 仕事と生活の両
立支援と男性の子育てや介護への関わりの促進・
女性の能力発揮の促進とを併せて進めることが必
要である｡
(企業と働く者)企業とそこで働く者は､ 協調
して生産性の向上に努めつつ､ 職場の意識や職場
風土の改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り
組む｡
(国民)国民の一人ひとりが自らの仕事と生活
の調和の在り方を考え､ 家庭や地域の中で積極的
な役割を果たす｡ また､ 消費者として､ 求めよう
とするサービスの背後にある働き方に配慮する｡
(国)国民全体の仕事と生活の調和の実現は､
我が国社会を持続可能で確かなものとする上で不
可欠であることから､ 国は､ 国民運動を通じた気
運の醸成､ 制度的枠組みの構築や環境整備などの
促進・支援策に積極的に取り組む｡
(地方公共団体)仕事と生活の調和の現状や必
要性は地域によって異なることから､ その推進に
際しては､ 地方公共団体が自らの創意工夫のもと
に､ 地域の実情に応じた展開を図る｡
平成 19 年 12 月 18 日
以上
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